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■ 研究ノート ■

1．問題の所在

ある個人や組織、制度や行為は、それらが社会的な規範に照らして妥当なものであり、それらに

対して人々が自発的に協力・服従をするとき、「正統性（legitimacy）をもつ」とみなされる（Tyler

2006 ; Zelditch 2001）。正統性は、コストを要する罰や報酬によらない効率的な統治を実現しうる

背景要因として、その存在が論じられてきた。

権力者・組織による社会の統治は、原始的には罰と報酬によって達成される。犯罪や非道徳的行

為など、社会秩序を脅かす行為に対しては罰を与え、法律などの制度への遵守といった、社会秩序

に対して肯定的な影響をもつ行為に対しては報酬を与えることで、それらの行為の生起がコントロ

ールされる。しかし、罰や報酬はその行使において時間的・経済的なコストを要し、特に罰はそれ

を行使するための監視のコストが必要となる。また、罰と報酬のみによる統治は、罰が強力すぎた

り報酬が不十分である場合に、非権力者からの反感や不満を蓄積する可能性がある。結果として、

罰と報酬のみに頼った統治は不安定かつ非効率的なものにならざるを得ない。

この問題を解消する手段として利用された概念が正統性である。統治が正統であるとみなされる

ことによって、罰や報酬に頼らずとも人々からの自発的な協力・服従を得ることができ、結果とし

て安定した効率的な統治が実現する。正統性に関する議論は様々な分野においてなされてきたが、

そのいずれもに共通する重要な視点として、正統な権力者・組織の発する命令や規則は、たとえそ

れが非権力者にとって従いたくないものだとしても、協力や服従が生じるということがある。正統

性のもつこの効果は、権力者・組織が非権力者に対して利益をもたらす場合には有用だが、権力者

・組織が非権力者に不利益をもたらすような存在である場合には、ある種の危険性をはらんでい

る。

正統性がもつ危険性として、ここでは、権力者・組織のパフォーマンスが低い場合においても、

彼らに正統性を認めることが支持や協力的な態度を生じさせる可能性に焦点をあてる。つまり、権

力者の行為が非権力者にとって利益をもたらさない場合でも、本来は生じるであろう反感や不満が

正統性の認知によって抑制されることで、望ましくない権力関係が解消される機会が奪われる可能

性に目を向けたい。これは、権力者にとっての「他者」である非権力者が、権力者のパフォーマン

スの低さから反感・不満を抱くという「他者問題」の解決が、正統性の認知によって遅れてしまう
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ことを意味する。

本論文では、この点に関して実証的研究の必要性を示すため、正統性の理論的な背景を整理し、

社会心理学的な研究を概括する。そして、正統性認知が他者問題の解決を遅延させる可能性につい

て論じる。

2．正統性の議論

正統性を論じるときに主に問題となるのは、それがどのような背景によって権力者や組織に対し

て付与されるか、ということである。膨大な議論があるこの問題の中でも、ここでは、認知的な性

質として正統性をとらえる見方、人々の合意や手続きの公正という客観的な観点から正統性をとら

える見方、の 2つの視点を概観する。

2. 1．正統性の認知的なとらえ方

正統性を分かりやすい形で定義し、また正統性がどのような源泉から発するかを定めることでそ

の後の議論に大きな影響を与えたのが M. Weber である。Weber（1922＝1972）は、権力者の正統

性の源泉として、合法的支配、伝統的支配、カリスマ的支配の 3つを挙げている。合法的支配は、

権力者の権力が法制度に基づいたものであるということが、権力者の正統性を裏付けるという考え

方である。現在の民主主義的な手続きに基づく権力者の支配は、まさにこのような合法的手続きに

よる権力の正統化が図られていると考えることができる。一方、伝統的支配は、権力者の権力がそ

れぞれの社会における伝統に根差した価値観に裏付けられたものであるという理由から正統である

とみなされる、という考え方である。たとえば王権神授説がその典型例であり、王の権力が正統で

あることに対して、神という絶対的な存在によって王の地位が与えられているからだという理由づ

けがなされる。最後のカリスマ的支配は、権力者が非凡な才能や能力を持つことでカリスマを帯び

ているため、その権力が正統化されるという考えである。たとえば、狩猟生活を営む人々におい

て、動物をより短時間で多く狩ることのできる存在は、その能力が高く評価されることでなんらか

の権力を持つことになるだろう。また、明確な能力が示されるわけではないが、その個人の人柄や

態度が他の人々をひきつけるものである場合、彼はそのカリスマから権力を持つことが正統である

とみなされるだろう。通常、正統性は複数の源泉によって権力者に対して付与されることが想定さ

れている。

しかし Weber の正統性の議論は便利である一方で、支配秩序の客観的な妥当性を吟味すること

ができなくなる、正統性と支配を受容し黙従することを本質的に同じものとみなしてしまうことに

なる、という批判がなされた。このような立場からからみれば、権力者が自身の妥当性を非権力者

に説得する能力の関数として正統性が定義されることとなり、正統性がイデオロギー操作の産物と

なってしまう（山口 1995）。このような批判の根底には、どのような権力者が正統なのかを、客観

的な基準でもってして判断・評価できるようにすべきという意図がある。では、客観的な観点から

正統性を評価しようとする際には、どのような基準が用いられるのであろうか。

そこで重要視されるのが、手続きの公正性である。正統性を付与される対象が権力者であるな
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ら、その権力者が正式な法的手続きにのっとってその地位に就いたかどうかが問題となる。あるい

は、権力者・組織が下す決定や規則の実行が公正な手続きを経て決定されたかどうかも権力者・組

織の正統性の源泉となる。では、手続き的な公正はどのようにして達成されるのか。

2. 2．正統性の客観的な定義

Habermas（1983＝1991）は、すべての主体が自由に参加でき、どんな問題をも主張することが

可能で、外部からの強制によって主体の権利の行使が妨げられないという、「理想的発話状態」を

満たす論証を経た主体全員の合意にのみ、正統性の根拠を認める。平たく言えば、ある条件を満た

した上での議論を経た合意によって、正統性が認められるとする考え方である。この合意による正

統化という観点は、選挙という選出手段による正統性付与（French & Raven 1959）という考え方

に活きている。しかし、J. Habermas の言うような合意は、それがユートピア的な理想的発話状態

を前提にしており現実的には達成不可能であるし、また支配が正統であるために全員の合意が必要

であるとするなら、権力者・組織はその決定のつど合意を取り付けなくてはならない。そうするこ

とはむしろ政治的な秩序を不安定にさせ、また環境の変化に対する柔軟な対応を阻むことになるだ

ろう。

Habermas が合意によって正統性を根拠づけようとしたのに対し、Luhmann（1975＝1990）は政

治システムの下す決定が拘束力をもつものとして承認されることを正統性としてとらえ、そのため

にはその決定が法的に規制された手続きに基づいている必要があると論じた。法的な手続きを通じ

た決定は、その内容自体には不満を持つ人であっても、手続きをしっかりと経たということ自体は

認めざるをえず、そのため拘束力を持つとされる。ただし、この手続きによる正統化は、決定の内

容に関する人々の不満を解消することはできないという問題がある。しかしそうした場合でも、決

定内容に対して不満を持つ人、あるいはそれに従わない人を法的な手続きにのっとって罰すること

によって、その不満や不服従を「正統に」抑制することが可能となる。このように、手続きによる

正統化は決定の妥当性を保証するだけでなく、決定に従わない人を手続きを経て罰することで、

人々をシステムに整合的な行為へと誘導することができる。後述するが、このような手続きによる

正統化という考え方は社会心理学者の T. R. Tyler に引き継がれ、数多くの実証的な検討がなされ

ることとなる。

このように、正統性に関する理論的な背景には、それを人々の認知的な判断によって付与される

ものととらえるのか、あるいはより客観的な観点から評価すべきものとみなすのか、という大きな

2つの潮流がある。おそらく前者は、人々の主観的判断としての権力者・組織に対する正統性をど

う規定するかという問題意識から、後者は複数の政治的なシステムがあるときにそれらの正統性を

比較判断したい場合にどのような基準からその正統性を判断するかという問題意識から、それぞれ

生じてきた議論であると考えられる。

社会心理学は、個々人の心理と社会的な環境は相互作用をする中で互いを形成するという立場

に立つ。そのため、手続きの公正さや権力者の選出手段や人々の合意などの外的な環境と、人々

の主観的な正統性認知が、どのように相互作用しながら互いを形成していくかという問いが研究

の中心となる。以下では、社会心理学において正統性をテーマとしておこなわれた実証研究につ
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いて論じる。

3．社会心理学分野における実証研究

ここでは社会心理学でおこなわれた正統性研究を概括する。特に、権力を勢力として 5つに分類

して正統勢力の影響について検討した B. H. Raven や J. R. P. French、警察と市民との関係につい

て研究を展開し、正統性が法を順守する行動を引き出すことに焦点を当てた Tyler、人には現状を

「正当化」しようとする動機づけがあると仮定し、システム正当化理論を提唱した J. T. Jost の研究

について概観する。そして、これらの研究に関する議論を通して正統性が他者問題の解決を遅延さ

せる可能性について論じる。

3. 1．社会的勢力としての正統勢力

French & Raven（1959）は、O と P という 2者を想定し、その 2者間の影響関係として社会的

勢力（social power）をとらえた。彼らは社会的勢力がどのような源泉を基にして生じるかを検討

し、報酬勢力（reward power）、強制勢力（coercive power）、参照勢力（referent power）、専門勢力

（expert power）、正統勢力（legitimate power）の 5つに分類した。報酬勢力は報酬の仲介能力が源

泉となる影響力で、P が認知する O がとりなしうる報酬の強度、あるいは報酬をとりなす確率に

よって O の影響力は上下する。強制勢力は、P が O に従うことに失敗したときに、O から罰せら

れるという予期によって生じる影響力を指す。参照勢力は、O に対する P の同一視、または同一

視したいという欲求によって生じる（しばしば無自覚な）影響力である。専門勢力は、特定の領域

・事柄に関する専門的な知識を O が P よりも所有していることを、P が期待している時に生じる

影響力である。そして正統勢力は、この中で最も複雑な影響力（French & Raven 1959）である。

彼らの定義によれば、正統勢力とは、O が P に対して影響力を与える正統な権利を持ち、また P

にはこの影響を受け入れる義務があるとする、内面化された価値観によって生じる影響力である。

彼らは Weber に言及しながら、正統勢力の基盤には、文化的背景（例：年齢、性別）、社会構造の

受容（例：組織の権威性）、正統な主体による指名（例：選挙）があるとしている。また、社会科

学的な議論に沿った形で、正統勢力は変化しにくい内面的な価値に根差しているからこそ、社会シ

ステムの安定性に資すると述べている。

彼らは正統勢力に関する実証的な研究も行っている。たとえば Raven & French（1958）では、

集団で協働して行う必要のある課題を遂行する際、課題の監督者が選挙で選抜されている場合の方

がそうでない場合よりも監督者への好意が高く、監督者の指示に対してより従うことが示された。

彼らはこの結果が、選挙という選出手段によって監督者（権威者）に正統性が付与されたために生

じたと議論している。

このように、比較的初期の社会心理学的研究において、正統性が持つ効果はすでに研究の対象と

なっており、正統性は重要な研究テーマであると考えられていた。その後 1990年代頃から、警察

組織への服従、法の遵守という文脈で Tyler が正統性に関する一連の研究を始める。
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3. 2．警察への服従 －手続き的公正による正統化－

Tyler は、主に人がなぜ法律に従うのかという疑問に対して、正統性の観点からアプローチして

いる（Tyler 2006 ; Sunshine & Tyler 2002）。彼が正統性の源泉として注目したのは、手続き的公正

性（procedural justice）の認知である。

手続き的公正とは、意思決定や利益の分配の際に用いられた手段の公平さに対する他者の認知を

指している。手続き的公正性の認知がどのような権力組織への行動を生じさせるかという点に関し

て、Sunshine & Tyler（2002）は、警察への市民の協力的な行動を対象に検討している。彼らは、2001

年 9月 11日のアメリカ同時多発テロ事件の前後で、ニューヨーク市の市民に対して調査を行い、

手続き的公正性の判断が正統性と関連し、そのことが警察に対する協力行動や法を順守した行動に

つながるかどうかを検討した。その結果、ニューヨーク市警が市民を公平に扱っているか、職務質

問の対象者が公平に決められているか、などの手続き的公正性の認知が、ニューヨーク市警への正

統性認知と正の相関をもち、さらにこの正統性認知が、法を守ること、犯罪行為を警察に対して報

告することにつながることが示された。またこれらの結果は、白人、アフリカ系アメリカ人、ヒス

パニックという下位集団ごとに再分析しても同様であり、人種間で普遍的な効果であった。このこ

とから彼らは、人々の警察に対する反応は道具的な動機づけによるものではなく、（正統性認知と

いう）社会的な動機づけによって駆動されていると結論している。

また、手続き的公正によって内面化された正統性は、長期にわたって決定の受容や規則に対する

支持を取り付け、服従を引き出し続けることが知られている（Tyler 2001）。さらにこの効果は、服

従することへの動機づけや服従しないことに対する罰のリスクが低い、あるいは存在しない状況で

も持続すると考えられており、内面化された正統性認知は人々を服従的な行動に強く方向づけると

されている。

3. 3．システム正当化理論

Jost & Banaji（1994）は、人々がステレオタイプ化を通して自己と集団に関する正当化に加えて

システムレベルでの正当化を行っていることを論じ、システム正当化理論（system justification the-

ory）としてまとめた。自己正当化が自己の地位や行動を守るためのステレオタイプ化、集団正当

化が個人だけでなく社会集団全体としての地位や行為を守るためのステレオタイプ化であるのに対

して、システム正当化は、個人や集団の利益を代償にしてでも、存在する社会システムを正統化す

るような心理的なプロセスである。システム正当化理論によれば、人々は社会、経済、政治的制度

の倫理やその他の欠陥を合理化し、現状以外の選択肢を軽んじるように動機づけられているとされ

る（Jost & Kay 2012）。

システム正当化理論に関連した研究は近年活発に行われているが、その中でも重要なのが、現状

のシステムによって不利益を被っている人々が、むしろその現状に対して肯定的な態度を持つとい

う研究である。Jost et al.（2003）は 5つの研究を行い、不利益を被る人々の方がシステムに対して

肯定的な意見や態度をとることを示した。彼らは、収入の低い人ほど、国家の問題を解決するなら

国民が政府に対して批判や反対を行う権利を制限することを認めること（STUDY 1）、政府への信

頼感が低くまた政府は自己利益のために行動していると考えること（STUDY 2）を示した。さら
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に、収入の少ない人ほど人々が懸命に働き個人的な努力をするためには収入の格差が必要であると

考えていること（STUDY 3）、南部に住む、収入の少ないアフリカ系アメリカ人の方が、努力が成

功や良い人生につながるという実力主義に同意していること（STUDY 4）、加えて業績主義を信じ

ている人の方が経済的な満足感が高いこと（STUDY 5）を示した。以上をふまえると、収入が少

なく、人種的なマイノリティで、社会経済的に不利な地域に住んでいる人は、そうでない人よりも

かえって社会システムを正当化し、自身の経済的状況を肯定的にとらえていたということになる。

システム正当化理論によって得られた知見からは、弱い立場に置かれた低地位者はかえって自身

の被る不利益を正当化し、そのことを改善・解決しようと動機づけられなくなることが予測でき

る。正統性は対象の正当化を含む概念である（Zelditch 2001）ことから、権力者への正統性認知は

システム正当化を動機づけることにより、非権力者の不利な立場を存続させる可能性がある。

以上のように、正統性に関する実証的な社会心理学研究から得られた知見は、正統性認知が権威

者への行為や服従を引き出し、また自身の不利益の正当化を生じさせることを示唆している。これ

らの知見が示す正統性のもつ重要な側面の第一は、その向社会的機能である。つまり、罰や報酬だ

けでは安定しない権力者による統治や支配を、自発的な服従を引き出すことによって効率的かつ安

定したものにする機能である。しかし第二に、権力者・権力組織が人々に不利益をもたらすような

場合に、その不利益に対する不満や反対、それらを表明する活動を正統性認知が抑制する可能性が

ある。真に民主主義的な社会を考えれば、権力者の望ましくない行為に対して非権力者による是正

プロセスが機能しないというのは、健全な状態とは言えない。このような問題についてより科学的

な議論を深めるためにも、正統性認知に関して社会心理学的視点に立った実証研究を積み重ねてい

く必要があるだろう。

4．結論

本論文で概観してきたように、権力者や組織に対する正統性認知はその命令や規則に対する服従

的な行動、地位の不平等さの肯定などにつながり、個々人がもつ不満や異議の表明を抑制しうるこ

とが実証的に明らかになっている。つまり、序論で述べた他者問題の解決が正統性認知によって遅

延しうることが示されてきた。これから明らかにしていくべきことは、正統性認知がどの程度まで

人々の不満・異議を抑制するのか、どのような状況下では正統性の認知によらず人々の不満・異議

が表明されるのか、という問題である。これらを統制された実験室場面で検討することで、正統性

認知が人々の行動を抑制するプロセス、またその抑制効果が無くなる状況を、高い再現性のもとで

明らかにすることが可能になる。このことにより、多様な社会関係（労働場面での上司－部下、学

校での教師－生徒など）において正統性認知がもつ働きについて、基礎的かつ一般化可能性の高い

知見を得ることができるだろう。社会心理学的な実証研究により、権力を持たない人が権力者から

「他者」として排除されるという問題の円滑な解決に資する知見を提供することが期待される。
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